予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　項：総務管理費　　目：広報費　　　
	事業名　清流の国ぎふ戦略広報費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　知事直轄　広報課　メディア係
　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2066）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11103@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　       15,000千円（前年度予算額：15,000 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	15,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,000

	要求額
	15,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,000

	決定額
	14,450
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	14,450


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・平成30年４月放送開始のＮＨＫ連続テレビ小説の舞台が岐阜であるほか、好調なインバウンドなど、本県への注目が集まる機会が増えている。また、東海環状自動車道の整備など、本県及び近隣では「清流の国ぎふ2020プロジェクト」に関連する大型インフラ事業が実施され、さらにその先にはリニア中央新幹線の開通が続く。各地からのアクセス利便性の向上と相まり、本県の魅力をＰＲする大きなチャンスと言える。

・そこで、訴求効果の高いソーシャルメディアや大都市圏メディアを活用し、効果的な情報発信を行うことで、県のイメージアップと認知度向上を図り、さらなる観光誘客、県産品販売、企業誘致、移住・定住等の促進につなげる。

（２）事業内容
・全部局を対象とした県独自の取組み・重点政策等を、ＰＲ会社を活用して、あるいは、メディアとの直接交渉により、大都市圏メディア等に掲載する。
　（１）メディアへのコンタクト活動（情報提供、ヒアリング、交渉等）
（２）メディアへの掲載に向けたフォローアップ（現地取材の企画・調整及び同行、メディア用資料の作成等）
（３）類似事業の有無
　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	使用料
	309
	取材に係る借り上げバス代金等

	会議費
	65
	県独自誘致取材経費

	報償費
	32
	外部指導講師

	旅費
	  977
	県独自誘致取材経費、外部指導講師旅費、業務旅費等

	委託料
	13,617
	コンタクト活動、メディアへの掲載に向けたフォローアップ等

	合計
	15,000
	


	　決定額の考え方　

　要求内容を精査し、所要額を計上します。



事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　県の政策や本県の魅力を大都市圏メディアを通じて発信する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	大都市圏メディア等への掲載件数
	－
	年10件

(H26)
	年27件

(H27)
	年32件

（H28）
	年50件

（H29）
	64％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・ＰＲ会社を活用し、世界遺産など清流の国ぎふのイメージアップ、ひがしみの歴史街道をはじめとした県の魅力、また、岐阜のモノづくりなどの県政策の発信を、全国に読者を持つ雑誌やオンラインメディアへの掲載を通じて実施。


（前年度の成果）

	・適切な媒体を選択することにより、重要政策等について時期を逸することなく、効果的に発信をすることができた。特に期間限定の行事については、オンラインメディアの即時性、拡散性を活用し有効なＰＲを行うことができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・関ケ原古戦場の再整備、岐阜を舞台としたＮＨＫ連続テレビ小説の放映開始など、ＰＲすべき岐阜のコンテンツが充実しているほか、岐阜に注目が集まりやすいタイミングであり、時期を逃さず広報活動を強化することが必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　
○

	・現在のところ、掲載数は予定も含めて概ね指標の半数である。今後掲載されるものもいくつか決まっており一定の成果を得られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　○

	・ＰＲ会社との調整や、庁内各課との情報共有を図ることにより、ターゲット媒体やテーマの選定を行っている。


（今後の課題）

	・全国的に自治体によるメディアＰＲが激化するなか、本県の魅力を全国に発信するため、十分な差別化を図り、ターゲットに響く情報開発を行う必要がある。


（次年度の方向性）
	・県政全般の重要政策の効果的な広報に努める。
・オンラインメディアを活用した情報拡散等により、情報発信のインパクトを強める。
・関係性を構築できている編集部へのアプローチは県が直接行うこととし、新規媒体の開拓等にのみ代理店等への委託を行うことで、費用対効果を高める。


